
 

 

 

 
【第２回宍粟市子ども・子育て会議】 

教育・保育の提供区域の設定について 
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１ 教育・保育提供区域とは 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

○「量の見込み」と「確保の内容」を設定する単位として、 

「「「「教育教育教育教育・・・・保育提供区域保育提供区域保育提供区域保育提供区域（（（（以下以下以下以下、「、「、「、「区域区域区域区域」）」）」）」）をををを設定設定設定設定」」」」    

 

○「量の見込み」を把握するためニーズ調査を実施 

（平成 25 年 11 月末～12 月中旬にかけて実施） 

 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画の策定にあたり、

「教育・保育」、「地域子ども・子育て支援事業」を提供する区域を定め、当該区

域ごとに「量の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとしている。 
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２ 教育・保育提供区域と事業計画について 

 

「量の見込み」と「確保の内容」を区域区域区域区域ごとごとごとごとに設定し、事業計画に記載。 

 

∮平成 27 年度から５年間の、児童の認定区分※ごとの「教育・保育」の

「量の見込み」（需要）に対しての「確保の内容」を記載。 

 （→いつ、どの施設または事業で、どのくらいの提供を行うか） 

∮「地域子ども・子育て支援事業」についても同様に、各事業の計画を記載。 

 

※認定区分 

 

 

 

新制度において、保護者が子どものための教育・保育給付を受けるためには、その子どもの

保育の必要性について、国の定める基準に基づいた宍粟市の認定を受ける必要がある。 
 

 １号認定子ども：満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前子ども（従来幼稚園に通っている方を想定） 

 ２号認定子ども：満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども 

 ３号認定子ども：満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども 

保育を必要とする子ども 

（従来保育所（園）に通っている方を想定） 
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２Ḙ１ 事業計画イメージについて 
    

【記載する項目のイメージ】 
 

A 区域  教育・保育施設  量の見込み（必要利用定員総数） 

B 区域 × 地域型保育事業 × 提供体制の確保の内容 

…区域  地域・子ども子育て支援事業  実施時期 

 

【記載する内容のイメージ】 

 

A 区域 
１１１１年目年目年目年目    2222 年目年目年目年目    ・・・ 

1111 号号号号    2222 号号号号    3333 号号号号    1111 号号号号    2222 号号号号    3333 号号号号    ・・・ 

教育・保育事業必要量の見込み 300 人 200 人 400 人 300 人 250 人 350 人 
 

確 

保 

の 

内 

容 

施設型 

保育事業 

（認定こども園） ― ― ― ― ― ― ⇒計画期

間の５年間

ついて、 

同様に量

の見込みと

確保内容

を検討 

幼稚園 300 人  ― 300 人  ― 

保育所  150 人 300 人  250 人 315 人 

地域型 

保育事業 

小規模保育   10 人   20 人 

家庭的保育   ０人   ５人 

居宅訪問型保育   ５人   ５人 

事業所内保育   ５人   ５人 

【量の確保】－【量の見込み】 0 人 ▲50 人 ▲80 人 0 人 0 人 0 人 ・・・ 

 

※設定した区域ごとに、認定区分に応じた各年度の教育・保育事業必要量の見込みと確保内容を明記する必要がある。 

○計画期間の 5 年間について

年度ごとに「量の見込み」と

確保の内容を示す 

○「量の見込み」については、

ニーズ調査をベースに算出 

２２２２    

量の確保状況と量の見

込みとの乖離を把握し、

次年度以降の量の確保

につなげる 

３３３３    

子どもを各認定区分に振り分けて、それぞれの区

分の「量の見込み」を算出する 

 

１１１１    
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３ 区域設定のポイント 
 

（１）国では基本指針において、市町村が区域設定する際のポイントを提示。 

 

●地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、現在の教育・保育の

利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況、その他の

条件を総合的に勘案する。 

●小学校区単位、中学校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、

保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区域を定める

必要がある。 

●地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となるこ

とを踏まえる。 

●教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域設定

とすることが基本となる。 

●教育・保育施設等及び地域子ども子育て支援事業の広域利用の実態

が異なる場合には、実状に応じて、区分または事業ごとに設定すること

ができる。 （子ども・子育て支援法に基づく基本指針案 参照） 
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（２）区域の設定と効果の関係 
 

区域数 効  果 

少ない 

（全市） 

区域区域区域区域のののの範囲設定範囲設定範囲設定範囲設定がががが広広広広くなるくなるくなるくなる    

⇒需給調整の発生する機会が少なく、事業計画における需要量見込

みの推計が行いやすい。 

⇒勤務地等の都合で居住エリア以外の教育・保育施設、子育て支援

事業を希望するニーズを吸収できる。 

 

⇒利用者にとって入所（園）可能な施設・事業が自宅近くにない場合が

ある。 

多い 

(小学校区等) 

区域区域区域区域のののの範囲設定範囲設定範囲設定範囲設定がががが狭狭狭狭くなるくなるくなるくなる    

⇒利用者にとって入所（園）可能な施設・事業が自宅近くにある可能性

が高くなる。 

 

⇒区域内に施設・事業がないなど、当該区域の教育・保育の確保に対

応を要する。当該区域及び周辺区域の需要見込みが困難となる。 
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（３）区域設定イメージ 
 

分類 施設・事業名 区域 

教育・保育 

教育・保育施設 幼稚園・保育所（園）・認定こども園 中学校区 

地域型保育事業 小規模保育、家庭的保育、居宅訪問

型保育、事業所内保育 
 

地域子ども・ 

子育て支援事業 

○妊婦健診 

○乳児家庭全戸訪問事業 

○養育支援訪問事業 

○子育て短期支援事業 

○ファミリーサポートセンター事業 

○一時預かり事業 

○延長保育事業 

○病児・病後児保育事業 

 

 

 

 

全市域 

○宍粟市子育て支援センター事業（地域子育て支援拠点事業） 旧町地区 

○学童保育所（放課後児童健全育成事業） 小学校区 

 ※「利用者支援事業」「実費徴収に係る補足給付を行う事業」「多様な主体が本制度に参入することを促進する 

ための事業」の新規事業については、今後の国での議論を踏まえて検討。 


